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論文
土地利用計画立法の成立過程に
関する一考察
?
村 奈良臣
1. 課題
小論は都市計画法（昭和43.6.15. 法100)および農業振興地域の整備に関する
法律（昭和44.7. 1. 法58)の立法に至るまでの成立過程ならびにそれぞれの法律
が農業に対して与えた作用について考察することを課題とする。
この二つの法律は簡単に述べるならば都市側および農業側から土地利用につ
いての線引きをおこない利用規制をすることを目的とする法律であるが土地利
用産業である農業に与えたインバクトは非常に大きいものがあった。しかし，
それにもかかわらず，農地政策あるいは農地制度の研究のうえではこの二つ
の法律のもつ意義や機能についての考察は必らずしも充分ではなかったといえ
るであろう。ちなみに農地政策の展開過程を研究するうえでは，農地法の昭和
45年改正は当然重要でありその意義と問題点にふれていない研究書はまず皆無
といってよいであろう。しかし，農地法の昭和45年改正法律案が準備されるに
あたって農林省がその基本方針を決定した昭和42年8月の「構造政策の基本方
針」は，都市計画法案が国会に提出された直後にだされているのである。それ
は単に時間的に符合するだけでなく，都市計画法の国会提出を受けたうえで上
記基本方針で次のように述べていることが重要であろう。「本来， 政府として
国土資源の有効な利用をはかる視点から全国的に土地利用区分を行い，法的規
制によって秩序ある利用の確保を図っていく必要があろう。しかし，当面農業
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政策とくに構造政策の効率的な政策遂行を助長するという見地から，農村にお
ける土地利用区分を明確にし，他用途との調整を図りつつ必要な農地を充分確
保維持し，農業地帯の保全と振興を図る方途につき検討を進める」！）。 ここで
指摘しておきたいことは，土地利用区分に関する立法が前提とされたうえで，
昭和45年の農地法改正が実現されたという重要な事実である。この因果関連に
ついて，これまでたち入った考察はほとんどおこなわれていないのがいつわら
ざる研究の現状である。戦後のわが国の国土開発政策における土地政策との関
連のもとに農地政策ならびに農地制度の展開を位置づけておくことは重要な研
究課題であると考えられる2)。 昭和40年代後半以降の農地政策は都市計画法お
よび農業振興地域の整備に関する法律（以下農振法と略称）による土地利用区分
を前提として展開せざるを得ない現実をみても，その重要性は明らかであろう。
以下，都市計画法および農振法の国土開発政策における歴史的位置づけを踏
まえ，両法の成立過程とその内容及び問題点を明らかにしたい。
2. 戦後土地政策の画期としての都市計画法
戦後の国土開発政策の時期区分についてはいくつかの試論が提示されている
が叫 ここでは国土開発政策そのものと議論するのが目的ではなく都市計画法
の位置づけに必要な限りで国土開発政策の展開過程を明らかにしたいため，さ
しあたり次の時期区分を採る。
第 1期＝昭和20年代
第2期＝昭和30年代
第 3期＝昭和40年代
1)この間の事情については，『農林水産省百年史」下巻， 316~317ページ参照．
2)この視点の重要性は，拙稿「農地問題の軌跡（上）」「エコノミスト』 1979年9月18日
号， 80ページ以下参照．
3)とりあえず，利谷信義「現代土地法研究序説」「現代法と労働法の課題」所収， 渡辺
洋三「土地と財産権』，宮崎俊行「わが国の土地制度と農業問題」『長期金融J50号参
照．
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第4期＝昭和50年代
第 1期は第二次大戦の敗戦後の経済復興政策の中で昭和25年に国土総合開発
法が制定され，農地政策については農地改革の成果を恒久的に維持するものと
して27年に農地法が制定される。ここに戦後の国土開発政策と土地政策の礎石
がおかれるが，具体的な政策展開については主として電源開発，農業水利開発
に開発政策の重点がおかれ，国土開発政策の胎動は第2期に入ってみられる。
昭和30年代に入り経済成長メカニズムの定着とともに国土開発政策としては
まず道路開発に，ついで大都市圏を中心とした都市・工業立地開発へ，さらに
30年代後半には地方中核工業拠点都市開発へと展開してくる。すなわち，昭和
20年代末の新道路法の制定（昭和27年），第 1次道路整備 5カ年計画（昭和29年）
にはじまり，道路整備特別措置法（同31年），国土開発幹線自動車道法（同32年），
高速自動車国道法（同32年），道路整備緊急措置法（同33年），首都高速道路公団
法（同34年）などの道路開発立法がまずおこなわれ， ついで地域開発立法も用
意されてくる。首都圏整備法（同31年），首都圏の近郊整備地帯および都市開発
区域の整備に関する法律（同32年），近畿圏整備法（同39年），中部圏整備法（同
42年）という大都市圏域の開発立法にはじまり，昭和 35年の国民所得倍増計画
に対応して37年には全国総合開発計画が策定され，新産業都市建設促進法（同
37年），工業整備特別地域整備促進法（同39年）などが制定されて地域開発の拠
点中核都市の建設促進がはかられる。このように30年代後半に入るとともに30
年代初頭の「線」（道路開発）から「点」（新工業都市）を連結すべきものとして
展開された国土開発政策は既存都市工業地帯から農村を後背地に広くもつ地方
都市の工業化への包摂を促進するものへと大きく変ってくるのである凡
第3期に入るとともに，第 2期にみられた「線」と「点」の国土開発政策が
「面」の政策へと全面的，包括的な展開をみせ，同時に局地的なものから全国
的規模へと展開する。そして，こうした政策に裏打ちされて，資本・企業によ
4)前掲拙稿「農地問題の軌跡」 82ページ参照。
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る農業から農地の収奪が一段と強められるのがこの時期の特徴である。その画
期となすのが昭和45年 5月の新全国総合開発計画の決定であったo昭和42年，経
済審議会地域部会は「高密度社会の道」を公表し，日本列島を総体として開発
していく構想を打ちだすが，これを受けて自民党は43年に「都市計画大綱」を
決定する。これは，日本列島を一つの広域都市圏とする構想であり，それを政
府の新国土開発政策として体系化したのが新全総であった。新全総は改めて述
べるまでもないが，資本・人口の集積した巨大都市・既成工業地帯の再開発を
すすめる一方，低開発地帯iこ大規模工業基地を新たに開発し，大都市，地方中
核都市の中枢管理機能を強化しつつ，それらを新交通通信ネットワークで有機
的に連結することによって従来みられなかったような巨大な生産力を創出しよ
うという開発計画であった。そして新全総に対応し，そのための土地供給シス
テムを準備し，都市サイドからの土地利用計画を包括的に行うものとして制定
されたのが都市計画法，都市再開発法（昭和44年），地価公示法（同44年）などで
ある。
都市計画法は旧法（大正8年制定）に対比して新都市計画法と通称されるが内
容的な違いは旧法の「点」（市場やごみ処理施設など）や「線」（都市計画道路など）
による都市計画にかえて，「面」についての計画と規制を行なうところにきわ
だった特徴があるがその点は後に詳論しよう。
新都市計画法制定の直接的背景には二つの要因があった。第 1は昭和30年代
の後半から40年代初頭にかけて地価，とくに用途別にみれば住宅用地の地価が
急激な上昇をみせるが，こうした地価高騰に対する対策として土地供給をいか
にふやすかというところにあった。第2は，農地転用は農地法（特に第4条，第
5条）に規制されて容易に転換できがたいが， それを緩和し都市への土地供給
をふやす必要に迫られていたということである。農地転用については，昭和34
年に農林事務次官通達として「農地転用許可基準」が都市的土地需要の増大に
対応してだされることになったが，それは第1種農地から第3種農地にいたる
まで三種類の土地分級をおこない，転用はできるだけ生産性の低い市街地に適
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した農地である第 3種農地からおこなうよう指導されていた。しかし，農地転
用許可については農地 1筆ごとの処理を必要としたため事務処理の停滞がいち
じるしいとして， 1筆主義から圏域主義，つまりゾーニングという視角から土
地利用を大きくとらえていく必要性が都市側から主張されてきたのである。
こうして都市計画法の制定とともにわが国の土地政策は決定的な転換をみる
ことになり40年代後半，都市計画法にもとずく土地利用区分の基本となる線引
き政策が実施されることになる。
日本列島改造ブームは48年のオイルショックで終焉し国土開発政策は第4期
に入ることになるが，小論の主題に照らして第4期については省略しよう。
_3. 都市計画法案の決定過程
わが国では，かつてすべての種類の土地の利用関係についての一元的な法制
度を欠いていたのであるが，昭和44年の都市計画法，農振法の施行は画期をな
すものであり，この両法にもとずき，都市側と農業側の相方から線引きが実施
されることになる。
都市計画法は昭和42年に，農振法は都市計画法に対応して43年に国会に提出
され，それぞれいずれも翌年に成立するが，その施行は都市計画法は成立後約
1年たった昭和44年6月14日，農振法は44年9月27日となり，ほぼ同時に施行
されるとともに，・施行された44年度から48年度にかけての 5年間に線引きをお
こなうこととされた。こうして都市，農業両サイドから土地利用についての線
引きがおこなわれることにより，いわゆる線引きの時代を迎えることになるの
である。さらに，この二つの法律による線引きが一応終了した昭和49年には国
土利用計画法が施行され，国土利用についての体系化をはかるため，土地利用
基本計画の作成，土地取引規制等，土地利用調整がおこなわれることとなり；
線引きの諸制度も体系化されることになる。
都市計画法立案にあたっては，それに先行して数多くの提案が提起されるの
であるが，以下，その重要なものを検討，考察することを通して，都市計画法
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のもつ意味を明らかにしていきたい5)0 
〔土地利用計画基本法案要綱）
この種の一連の提言のなかでまず最初に提起されるのが宮沢弘氏を中心とし
た自治省グループの手による土地利用計画基本法案要綱である。その第二次案
は『自治研究』第42巻 8号（昭和41年8月号）に公表された。この要綱は端的に
表現するならば，のちの国土利用計画法につながる発想のもとに構想されたも
のといってよいだろう。その発想の基本骨格は「土地の合理的な開発及び保全
を図るために土地利用計画を定め，それに基づいて住宅地，工場用地，農林地
等の配置区分を適正にし，公共施設の配置を計画的に行なうことを通じて都市
と農村の整備，産業立地の合理化，農林業の維持発展及び自然又は文化財の保
全を図ることにより，土地の秩序ある利用と国民の健康でうるおいのある場を
確保し，もって将来にわたりわが国土の均衡ある発展と健全な地域社会の建設
に資する」 6)(同法案要綱，第1条）とあるように全国の土地をゾーニングして，
それぞれの用途目的の調整，調和をはかるとともに， あわせて，「国及び地方
公共団体は，土地の利用に関するすべての施策の計画および実施を，この法律
およびこの法律に基づいて策定される土地利用計画に適用させるとともに，土
地利用計画の効率が充分発揮されるように必要な公共施設を計画的に整備する
義務を負う」 （同上，第3条）とあるように投資を計画的におこない土地利用の
効率化を追求するところにおかれている。
また，土地利用計画の策定，実施については， 「土地利用計画は，土地利用
基本計画及び土地利用実施計画からなるものとする……前項の土地利用基本計
画は都道府県知事が，土地利用実施計画は市町村長が，この法律の定めるとこ
ろによりそれぞれ策定するものとする」（同上，第6条）とあるように，都道府
県，市町村で，基本計画一実施計画を策定，実施する制度を構想するものであ
5)以下の論述について詳しくは拙稿「都市化地域内農地の利用高度化対策に関する調
査」（国土庁委託調査），昭和53年3月，農政調査委員会，参照．
. 6) 「自治研究」第42巻8号， 3ペー ジ．
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った。
ところでこの法案要綱の特徴は，土地利用計画の策定にあたって三種の利用
地域を定めているところにある。
「第 1種土地利用地域。首都圏の地域，近畿圏の地域，及び政令で定めるそ
の他の地域のうち，市街地の整備又は建設が緊急に必要と認められる地域。
第2種土地利用地域。農業又は林業にとって優良な生産の条件を備え，国及
び地方公共団体等が積極的に農業又は林業の助長振興を図る必要のある地域。
第3種土地利用地域。自然又は歴史的文化財を積極的に保全する必要がある
地域」（同法案要綱，第7条）。
この第 1種土地利用地域については，さらに大きく，市街化整備区域と市街
化建設区域に区分し，市街化整備区域については，住宅区域，工業区域，都心
区域，緑区区域という広域的用途区域区分を，市街化建設区域についても同様
に住宅，工業，都心，緑区各区域に区分し，とくにこの場合緑区区域について
は生産緑地を重視している。
さらに第2種土地利用地域にあっては， 「農林業振興地区， 集落地区」に，
第3種土地利用地域では「特別保全地区，保全地区」というように用途地区設
定区分をおこなうこととしている。
以上みられるように，全国土にわたって土地利用区分を定めて，これに対応
して効率的な土地利用とそれを促進するための投資や整備をおこなおうという
発想であり，いわゆる線引きの発想をはじめて提起したものであった。
〔産業構造審議会産業立地部会中間答申）
ついで提起されるのが産業構造審議会からのものであり，同審議会産業立地
部会中間答申（昭和41年8月16日）にしめされる構想であり， これは端的に表現
すれば，工場立地という土地利用規制を通じて産業のコントロールをはかろう
という構想であった。昭和30年代には，高度経済成長のなかで既成工業地帯に
集積の利益を求めて工場立地が進められる一方，地域格差是正と地方の産業構
造の是正をうたって新産業都市の形成つまり産業の地方拠点づくりが進められ
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たが，公害問題の発生，土地，用水の溢路により大型の産業立地が困難になり
つつあった。
この間の事情を上記中間答申では，「これまでの地域政策はどちらかといえ
ば，新産業都市等の拠点開発を中心とした地域開発の推進に重点がおかれてい
た。すなわち，このような地方拠点の育成により，地域格差の是正と既成工業
地帯への負担軽減という…… 2つの問題を同時解決しようとするものである。
しかし，現実には，このような政府の意図にもかかわらず，依然として既成工
業地帯周辺に対する工業立地の集中傾向が続いており，この結果，これらの地
域における過密，スプロール化が進み，産業公害の激化をはじめ，各種の弊害
がますます大きくなっている」と説明しつつ，そのために工業立地適正化法を
定めて，工業立地の政策的誘導のために立地規制とあわせて適切な立地のため
の助成措置をはかろうという構想であった。つまり産業公害を集中化させない
で，かつ過密の弊害を取り除き産業効率を高めるために，単なる無計画的な工
場分散ではなく，計画的な工場配置を進めようということを内容とするものだ
ったといってよい。
そのために，工業の・「誘導地区」を定め，その誘導地区の基盤整備，誘導地
区へ立地する企業に対する助成措置などを提言しており，誘導地区の策定を通
して土地利用のゾーニングを行い，それを手がかりとして工業再配置規制を行
なおうというものであった。
（都市地域における土地の合理的利用のための対策試案（建設省））
これに引きついでだされるのが，建設省の「都市地域における土地の合理的
利用のための対策試案」（昭和41年9月1日）であった。 この文書がのちの都市
計画法の素案の位置づけを与えられることになる。
「試案」は，まず「現在，都市及びその周辺の地域においては激しい人口集
中によって市街地が無秩序に拡散し， いわゆるスプロールの弊害が生じてお
り，このまま推移すれば，著しく都市機能が低＜．，かつ非効率な公共投資を必
要とする望ましくない形態の都市が形成される結果となる恐れがある」との認
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識にたって，次のような基本的発想を提示する。
「人口産業の集中を受け入れて，秩序ある都市の発展を図るためには，将来
の人口，産業の見通し等の都市発展の動向を見定め，重点的かつ計画的に市街
化を図るべき地域とできる限り市街化を抑止すべき地域に分けて秩序ある段階
的な開発を図ることが望ましい」としつつ，具体的には， 「都市及びその周辺
の地域で広域的かつ長期的観点から一体的に開発，整備又は保全に関する土地
利用計画を樹立して，その秩序ある発展を図る必要がある地域（たとえば首都圏
の既成市街地と近郊整備地帯を含めた地域）を広域都市計画区域として設定し，こ
の区域を既成市街地，市街化地域，市街化調整地域，開発保留地域および保存
地域に区分し，総合的見地から土地利用計画を定めることが適正である」とい
う提案をおこなっている。
こうした発想がだされてきた背景には，それまでの建設省あるいは宅地審議
会の発想は既成市街地の周辺部に区画整理事業を含む宅地造成事業をおこなっ
て，道路，鉄道などの整備を進め，点的に新都市づくりをおこなうという手法
であったが，しかし，計画が明らかになると地価が高騰し，その計画が行きづ
まるという事態がみられていた。つまり土地の先行取得による計画的な開発促
進のための制度や行政的手法がなかったことが，こうした構想の阻害要因とな
っていたという認識があった。ここから上記のような地域を一体とした土地利
用計画の策定と土地利用区分の発想が提起されてきたといってよいであろう。
ところで，この広域都市計画区域における既成市街地，市街化地域，市街化
調整地域，開発保留地域，保存地域という線引きによる 5地域区分のそれぞれ
についての概念規定はどのようになされていただろうか。「試案」をみよう。
① 既成市街地：広域都市計画区域内の既成市街地及びこれに接続して市街
化しつつある地域と既成市街地とする。
R 市街化地域：一定期間内に計画的に市街化すべき地域（開発保留地域を除
く）を市街化地域とし，総合的な計画に基いて公共施設の整備をおこなうもの
とし，公的機関又は民間による市街地開発を積極的に導入するものとする。
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③ 市街化調整地域：広域都市計画区域のうち既成市街地，市街化地域，開
発保留地域及び保存地域以外の地域であって，用途地域が未指定である等，市
街化の構想がまだ確定していない地域である。 したがってこの地域について
は，市街地の開発を極力抑制することを基本方針として対策を講じるものとす
る。
④ 開発保留地域：大都市の将来の区画の外縁部における未開発の，したが
って極めて地価の廉価な山林，農地について，あらかじめこれを将来の計画的
に開発する市街地の供給源として確保するため，開発前の一定の時点における
価格で取得する等の必要な措置を講ずるとともに土地の一定割合を強制的に取
得しうる特別の区画整理事業を創設する等の特別の制度を確立することが必要
である。
⑥ 保存地域：土地の形状等からみて開発することが困難な地域，歴史，文
化，風致等からみて保存すぺき地域，又は農林地域として保存すべき地域で開
発を抑制するための方策を講じるものとする。
大略，以上のようなそれぞれの地域の概念規定が与えられているのである
が，これからも明らかなように「試案」では，市街化調整地域と開発保留地域
に特徴がもたらされている。すなわち，ここでいう市街化調整地域は現行の都
市計画法における市街化調整区域とはその概念規定が非常に異なること，開発
保留地域については，大開発，大投資を将来予定し，そのために先行取得，ひ
らたく言えばツバッケのみをさしあたりおこなっておく地域という規定が与え
られていることであろう。また，農業地域は大きく後退させ・られ保存地域に押
しこまれ，都市が農地を大幅に都市用地として囲い込んでいくという発想にな
っている。
このように 5地域に区分したうえでそれぞれの地域に対して市街地開発整備
のための公共投資，用途地域指定，開発行為の許可，農地法との関連における
農地転用の扱い方，税財政上の措置など，制度，対策についても規定している
が，それを一覧表にまとめると第 1表のようにされている。
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この一覧表で特に留意しておきたい点は，農地転用と税財政上の措置につい
ての項目である。農地転用については既成市街地では原則として農地法の許可
を必要としないこととされ，市街化地域については宅造許可を受けた時に原則
として許可することとされ，宅造許可が転用許可基準の根拠とされており，そ
の他の市街化調整地域以下は原則として許可しないことになっている。他方，
税制については，既成市街地内の農地については宅地として評価課税し，市街
化地域については，一定期間を経れば宅地として評価課税することとし，また
市街化調整地域については農地転用許可をうけたときに宅地転用税を課すると
なっている。さらに既成市街地，市街化地域については，都市計画税の義務づ
け，未利用地税の賦課などの新しい発想がもりこまれている。
〔宅地審議会答申）
建設省はこうした試案をだす一方，建設大臣の諮問機関である宅地審議会に
都市地域における土地利用の合理化について諮問をおこなっていた。この宅地
審議会土地利用部会専門委員会の中間答申が昭和41年11月にだされ，また同審
議会の第 6次答申も昭和42年 3月におこなわれた。 ' 
この答申は前記「試案」をよりどころにしながら新都市計画法立案の下地と
なるべき画期的な答申となった。
答申の内容は西欧の都市的土地利用計画制度，とくにフランスがパリ地区へ
の人口集中に対応するために創設した優先市街化区域，長期整備区域の制度を
参考にし，都市計画区域を，①既成市街地，③市街化地域，⑧市街化調整地
域，④保存地域の 4地域区分を設定し，積極的に市街地化を促進する地域と抑
制する地域に区分しつつ，開発許可制度をとり入れることによってスプロール
の進行を抑制する一方で，開発不許可処分については公共の福祉のために受認
すべき範囲との見解のもとに土地所有者に対しては損失補償はおこなわないと
いう土地利用権の一部社会化にふみきるという方針をしめしたことが注目され
た。
ところで，宅地審議会の答申は都市計画地域のゾーニングについては 4地域
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第 1表 「都市地域における土地の合理
;玉--二~l 既成市街地 I 市街化地域
市街地の開発整備に関連す 都市機能を維持し，市街地 重点的，かつ，計画的に整
る公共施設の整備計画 の整備のために必要とされ 備を図る
" るものを中心として実施
用途地域 ① 建築物の用途及び密度 建築物の用途及び密度に関
に関する地域地区を指 する地域，地区を指定する
定する
② 再開発地区の指定
開発行為の許可 道路，排水施設等に関する 区画整理による開発，集団
一定の基準に適合したもの 的な開発等で，都市計画及
は許可する び道路，排水施設等の基準
に適合したものを許可す
る。
農地転用 原則として，許可を要しな 宅造許可をうけたときは，
い 原則として許可する
税財政上の措置 ① 都市計画税の課税の義 ① 都市計画税の課税の義
務づけ等 務づけ等
② 再開発地区内での，一 ② 一定の土地について未
定の土地及び建築物につ 利用地税の賦課
いて，譲渡所得税，固定
資産税等の減免をする
③ 農地は宅地として評価 ③ 農地は，一定期間を経
する 過したとき宅地として評
④ 一定の土地について未 価する
利用地税を賦課する
とし，前述「試案」の 5地域区分とは異なっていた。基本的構想は「試案」と
ほぼ同じであり，概念規定も同じであったが， 「試案」にみられた開発保留地
域が宅地審議会の答申からは落ちたのである。それは開発保留地域を税制上制
定することが非常に難かしいという理由からであった。 こうして「試案」に
おける 5地域ゾーニングが宅地審議会答申では 4地域ゾーニングに変更され，
それを基礎に都市計画法案作成へ取り組まれるが，なおいくつかの迂余曲折を
152 
土地利用計画立法の成立過程に関する一考察（今村） 269 
的利用に関する対策試案」対照表
市街化調整地域］開発保留地域 I保 存 地 域
① 原則として公共投資を 開発事業実施までの間は公 原則として公共投資を行な
行なわない 共施設の整備は留保し，開 わない
② 開発許可をうけた者の 発事業の実施とあわせて総
負担 合的，かつ，重点的に整備
する
指定しない 用途地域は地域指定と同時 指定しない
に指定する。ただし，密度，
形態等の詳細計画は開発事
業施行の際決定する
大規模開発で，予定建築物 原則として禁止 原則として禁止
の用途が地域の発展動向に
適合しなければ許可しない
原則として，許可しない I原則として，許可しない I原則として，許可しない
① 都市計画税は非課税と ① 開発事業の完了まで 都市計画税は非課税とする
する は，都市計画税は課さな
R 開発の許可を得たとき， vヽ
固定資産税，都市計画税 ② 一定の要件を満たした
を課す 者には，一定の期間譲渡
③ 農転許可をうけたとき 所得税，固定資産税等の
は，宅地転用税を課す 減免をする
⑧ 開発後の一定の土地に
ついて，末利用地税を課
す
経ることになる。
（都市政策大綱（自由民主党））
第 6次宅地審議会の答申が前述のように昭和42年'3月にだされたあと，これ
をうけるかたちで自民党に都市政策調査会が設置され，田中角栄が会長として
その基本政策の立案にあたることになる。その詳しい経過はここでは省略せざ
るをえないが，自民党の都市部でのこの時期みられた退潮を食いとめるために
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も新しい都市政策の方向づけを必要としていた事情もあり，非常に活発な調査
立案活動がおこなわれるとともに，のちの日本列島改造論につながる基本構想
がこの時期から用意されることになるのである。
自民党の「都市政策大綱」は，成文としては昭和43年に公表されるのである
がこの「大綱」に述べられている土地利用計画の確立とされる個所の要点を引
用すれば大要以下のようになろう。
「(1) 土地の利用は，公共の福祉を優先させて行なうべきである。この基本原
則にたったうえで，合理的かつ総合的な土地利用計画を確立する。このため，
国土利用の指針となりかつ規制力をもつ総合計画と地域計画を定める。
(2) 都市と農村を一体的に把握し，生活と生産の利用目的に応じた，広域的
かつ合理的な土地利用の計画は他の政策の基本となるものである。このため都
市を適正に配置し，工業適地を確保し，優良農地を保全し，自然を守り，国土
全体を有利に活用できる土地利用計画を定める。この総合計画は将来の経済社
会の発展や変動に対して柔軟に対処しうる土地利用の指針とする。
(3) 都市化が進展する地域および周辺地域については，計画的な市街化をは
かるため，広域的な構想にもとづいて土地利用計画を早急に具体化する。この
場合，将来における都市発展の予測を的確におこなうことによって，優先的か
つ積極的に市街化すべき地域と，できるだけ市街化を抑制すべき地域との区分
を明らかにし， また用途別に地区を指定して，総合的な土地利用計画を策定
し，開発許可制度により，規制，誘導する」7)
この都市政策大綱にみられる方針は，のちの国土利用計画法と都市計画法を
あわせた内容のものが示されているが，都市計画における土地利用区分は前述
の宅地審議会の 4地域ゾーニングからさらに単純化され2地域ゾーニングにさ
れることが示されている。すなわち，「優先的かつ積極的に市街化すべき地域」
と「できるだけ市街化を抑制すべき地域」の二区分にされるに至ったのであ
7)自由民主党「都市政策大綱」
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る。この 2地域ゾーニングが，都市計画法に結局のところとり入れられること
になった。
他方，この「大綱」においては，農村計画についてもふれられているがとく
に農地制度の抜本的再検討がうたわれていることには注目しておかなければな
らない。
この点に関説されている個所を抜きだせば次のように述べられている。
「現行農地法を廃止して， 新しい観点から必要な立法をおこなう（以上原文
はゴチック・引用者）。
(1) 農業人口の減少に対応しつつ，農業が国民に対して食糧の安定した供給
を続けるためには，農業経営の規模を拡大し，機械化を本格的に導入して，資
本集約的な農業を進め，生産性を向上させなければならない。このためには，
農地の外延的な拡張が前提条件である。
(2) したがって，自作農の既得権を保持しつつ，現行の農地法の廃止をも再
検討するとともに，同時に優良農地を保全し，財政の援助によって改良された
農地を農業以外に転用することを規制するため，新しい観点から必要な立法を
おこない。農地法の廃止にともなう弊害を是正する」8)。
この文章は，文章自体としても論理が通らないうえに，農地法を廃止して新
しい法律を作る根拠が明確でないめずらしい文章であった。第 1項についてい
えば，今後の農業の方向として資本集約的な方向を強調し，生産性の向上を強
調しているのであるが，それにつづいて， 「このためには，農地の外延的な拡
張が前提条件」と述べられており，外延的拡張とは常識的には未墾地の開墾な
どを意味するのであるが， 「このためには」 という意味が明らかでないのみな
らず，なぜ「前提条件」となるのかも明確でない。規模拡大のための農民層内
部での分化，分解は考えたくないという考え方であろうか。
また，第2項になると「したがって」という表現は必らずしも第 1項と文章
8)前掲「都市政策大綱」
155 
272 闊西大學『紐清論集」第31巻第2号
上つながらないし，「自作農の既得権」の意味内容も明確さを欠いている。「農
地法の廃止」 というのは， 「財政の援助によって改良された農地を農業以外に
転用することを規制するため」というそれに続く文章との関連でみるとき，農
地法第 4条，第 5条の農地転用の許可条項の廃止ということをうたっていると
みてよいのではなかろうか。いずれにしても， この「都市政策大綱」をみる
と，他の部門の方針に比べて，この農地法の撤廃の条項の部分だけが目だって
論理的でなくなり，表現においても明確さを欠いたものになっているという特
徴をみいだすことができる。
それはともかく，この「都市政策大綱」は新都市計画法案が国会に提出された
時期に公表され，同法案審議の促進のための援護をすることになるのである。
4. 都市計画法の審議と成立
建設省は以上のような経過を経て，とくに宅地審議会の答申をうけてすぐに
法案の作成に着手する。それは国会対策上も緊急を要する事情があったからで
ある。昭和41年の第51国会に「土地収用法の一部を改正する法律案」が提出，
審議されていたが野党の反対で継続審議となり，これを成立させるためにも都
市計画法案の提出を急がなければならないという事情があった。「土地収用法
改正法律案」とは，公共用地の買収にあたって，いわゆるごね得を誘発する買
収価格の裁決時主義をやめ，事業認定時主義にかえて事業認定時価格を基礎に
物価上昇率を加味した価格にすることにあった。
都市計画法案は昭和42年7月7日閣議決定がなされ，第55特別国会の会期末
に近い 7月12日に提出された。第55特別国会では土地収用法改正法律案は可決
成立するが，都市計画法案は建設大臣の提案理由説明だけに終り，継続審議と
なり，第58国会において実質審議が進められることになる。
話はさかのぽるが，都市計画法案の作成過程では省庁間の調整で難航を重ね
た。通産省は「工場立地適正化法案」を，厚生省は「大気汚染防止法案」を，
運輸省は「特定臨海区域の開発及び利用に関する法律案」を，経済企画庁は
156 
土地利用計画立法の成立過程に関する一考察（今村） 273 
「新全国総合開発計画案」をそれぞれ準備していた最中であり，また自治省は
都市計画の決定権限をめぐって，それぞれの立場から都市計画法に注文がつけ
られることになった。
他方，農林省は農地局を中心に都市計画法案の検討とその対策を進めていた
が，基本的な方針としては，優良農地に対する市街地の無原則的な侵入を防ぐ
ためには，端的に表現すれば譲るべきは譲り，守るべきは守るという態度で臨
んだというところであったようである。事実，この時期，都市近郊地帯では兼
業農家は激増しつつあり，都市化の大きな波には大勢としては抗すべき状況で
はないという判断が先立っていたように思われる6そのため，積極的に将来と
も農用地として保存すべき土地利用区分を提示すべきであるとの方針のもと
に，昭和42年8月，前述のように「構造政策の基本方針」を発表し，これにも
とずき，都市計画法案に対応するかたちで，農業振興地域の整備に関する法律
案が作成されることになるのである。
都市計画法案についての国会の審議経過とそこで提起された論点について
．は，詳しくふれる余裕はないので，その要点のみを記しておこう 9)0 
衆議院では建設委員会及び建設・農林水産委員会連合審査会で主要な質疑が
おこなわれたが，その中心はやはり都市と農業の接点である市街化調整区域の
性格とそれに対する施策をめぐっておこなわれた。おもな質疑事項をあげてお
けば，①地価抑制規定の必要性，③市街化区域の公共投資の基準，⑧市街化区
域への補助率の再検討，④都市計画への住民参加規定，⑥関係各省庁との土地
利用計画案の調整，⑥国土総合開発計画，首都圏整備計画との関係，⑦土地対
策と税制措置， ⑧開発許可制の内容， ⑨市街化区域内農地の転用許可制の廃
止，⑩私権の制限と国の補償，⑪公共施設用地の先行取得，⑫都市計画事業と
財源措置，⑬土地基金の育成などの諸点であった。
こうして昭和43年4月19日，四党（自民，社会，民社，公明各党）共同修正案
9)さしあたり「日本農業年鑑J1971年版， 370ページ以下参照．
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が提出されて，討論採決を行い，修正案は全会一致，原案は社会党の反対討論
のうえで多数をもって付帯決議を付して可決された。
都市計画法案に対する衆議院の修正案は 6点にわたっており，その要点は次
のような点であった。①都市計画は当該都市の住民が健康で文化的な都市生活
が享受できるように住宅の建設および居住環境に関する計画を定めなければな
らないこと。②都市計画事業の施行に必要な土地を提供したため生活の基盤を
失うこととなる者は宅地等の土地取得，住宅等の建物の取得および職業の紹介
等に関するあっせんを施行者に申しでることができること。③都道府県知事ま
たは市町村が都市計画案を策定しようとする場合，必要があると認めるとき
は，公聴会の開催等，住民の意見を反映させるため必要な措置を講ずること。
④市街化区域内における重要な都市施設または市街地開発事業が都市計画とし
て決定されている土地について，土地所有者がその土地を第三者に売却，譲渡
しようとする場合は，地方公共団体が先買い権を行使できるものとし，その先
買い権の行使による用地取得および工場跡地の用地取得等のため，都道府県又
は指定都市に土地基金を設置することができるものとするとともに，国はこの
基金の必要な財源確保に努めるものとすること。⑥国又は地方公共団体は，都
市計画の適切な遂行と市街化区域の土地の有効利用の促進及び土地の投機的取
引きの抑制をはかるため，税制上その他の適切な措置を講ずるものとするこ
と。⑥市街化区域内の農地について，あらかじめ都道府県知事に届けでたもの
は転用の許可を要しないものとすること。
また，衆議院において4点にわたる附帯決議がつけられたが，それは，①地
価抑制のための地価公示制度の実施，宅地の大量かつ計画的な供給措置，②市
街化区域の農地について固定資産税等の課税により税負担が増加しないよう配
慮をするとともに，農業経営継続に支障を及ぽさない措置，③都市計画事業推
進のため地方債についての特別の配慮， ④都市計画にあたり地方自治を尊重
し，住民の意思が反映する措置などにつき適切な措置と運用に配慮するという
内容のものであった。
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参議院では，．衆議院とほぽ同様な質疑討論が行われ， 5月16日，社会党の反
対討論ののち採決が行なわれ多数をもって修正都市計画法案はつぎのような付
帯決議が付されて可決された。
付帯決議は 8点に及び，①全国総合開発計画の改訂，③市街化と農業の調整
のため農業関係機関等の意思の反映，⑧市街化区域に集団的優良農地を含まし
めないよう指導，④市街化区域内の離農農家対策，⑥市街化区域内の農地転用
に際し，土地改良費分担金の確保と用水の汚濁防止対策，⑧土地基金の拡充と
公共用地の確保，⑦市街化区域の都市計画事業への国の助成と地方公共団体の
財源充実，⑧市街化区域内農地への固定資産税等，過重な税負担への適切な措
置，などを講じるべきであるというものであった。
こうして 5月17日参議院本会議で都市計画法案は可決成立した。
5. むすび
以上，都市計画法の成立過程をやや立ち入って考察してきた。 i」ヽ 論では，こ
のあと，都市計画法の内容と構成および特徴，特にそれが都市近郊地帯の農業
および農地に対しておよぼすことになる作用について考察し，さらに農振法の
成立過程およびその内容と特徴についての考察を進める予定を当初は計画して
いたのであるが，与えられた紙数はもはや尽きてしまった10)0 
そこで都市計画法の概要をきわめて簡単に述べ，それが農業に与えた作用を
整理して，さしあたりしめくくりたい。
都市計画法の特徴は，都市計画区域を広域的に定めうるようにしたこと，都
市計画区域を市街化区域と市街化調整区域に二分して線引きを行うこととした
こと，都市計画決定の主体を都道府県，市町村におろし住民の意志を反映する
手続きを認めたこと，開発許可制度を創設したこと，都市計画制限を強化した
こと，市街化区域内については農地転用規制を除外したことなどにその特徴が
10)前掲拙稿「都市化地域内農地の高度利用に関する調査』26ページ以下に詳述してある．
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ある。
これらの特徴のなかでも特に重要な点は，市街化区域と市街化調整区域に線
引きしたことである。この点は，これまでの考察で明らかなように，建設省の
当初試案では既成市街地，市街化地域，市街化調整地域，開発保留地域，保存
地域の 5地域ゾーニングがなされていたが，それが宅地審議会の答申では開発
保留地域が落ち 4地域ゾーニングとなった。それがさらに自民党の都市政策大
綱により，市街化地域と市街化調整地域の二区分にされ，それが都市計画法に
盛り込まれることになったのである。
こうして，都市計画法により市街化区域は既成市街地と合せておおむね10年
以内に優先的，計画的に市街化をはかる区域とされ，市街化調整区域は市街化
を抑制する区域とされたのであるが，このように一本の線で線引きをおこなう
ことは，とくに農地に関してはその後多くの矛盾を引き起すことになった。
以上のような方針のもとに都市計画区域の設定は昭和46年度中にほとんどの
地域で終了するというような勢いで急テンポに進められることになった。
他方，都市計画法が施行されたあと，それを追いかけるように 3ヶ月余あと
に農振法が公布施行されることになる。
このため，都市・農村の両サイドから土地についての計画的，合理的利用を
はかる立法が調和しつつ整備されたように受けとられやすいが決してそうでは
なかった。端的に言えば，都市計画法で先取りされた土地の残余の部分につい
て農業振興地域や農用地区域が設定されていかざるをえないという結果がもた
らされたのである。都市計画法による線引きは法施行後1-2年のうちに取り
急ぎ進められたのに引きかえ，農振地域の指定は48年度いっぱいかかって順次
指定されていくという計画だったからである。
線引き作業が一応結着をみた段階でみると（昭和51年現在），都市計画地域は
463万haに及び， そのうち市街化区域は 124万ha, 市街化調整区域は 339万
haとなっており，市街化区域内には 30.7万ha,市街化調整区域には 117万ha
という農用地があり，実に膨大な農用地が市街化区域に囲い込まれることにな
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ったのである。このあと日本列島改造ブームによる土地投機が横行し地価高騰
がみられたことは周知の事実である。
そして農地政策についていえば，都市計画法，農振法の成立，施行をみたう
えで，昭和45年の農地法の大改正がみられたことを，改めて想起すべきであろ
う。農地賃貸借流動化の促進にその改正のねらいを置いた農地法の45年改正の
意義と歴史的位置づけについては，以上のような土地政策全体の流れのなかで
おこなうという視角も必要であるように思われる。 (1981.5.25 受理）
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